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調査結果概要｜全体像

Web調査の実施

事業目的

サーキュラーエコノミー（循環経済：CE）の取組として先行している県内外の大企業のニーズを調査・把握することで、県内企業とのマッチ
ング及び更なるビジネスチャンスを創出する。

調査方法

ヒアリング調査

目
的

方
法

対
象

県内企業とのマッチングが期待される企業に対して、詳細な
連携ニーズを調査

アンケートにて「ビジネスモデルに不足要素があり、連携に関
心がある」と回答した企業のうち31社

対面あるいはオンライン（Teams）

目
的

方
法

対
象

CEに先進的に取り組む企業（中小企業含む）がCEビジネス
を行ううえで抱えている不足要素を調査

CE関連の団体の参画企業（大企業及び県の優位産業（印
刷・食品等）に関連する中小企業）等、計1,292社

Webアンケートの回答用フォームを各社経営企画部門宛てに
郵送

調査成果

 ヒアリング対象がCEビジネスを進める

上で抱えている個社課題を把握して県
内事業者とのマッチング可能性を検討

 サーキュラーエコノミー推進センター埼
玉のコーディネーター及び県庁担当者
とヒアリング対象企業とのネットワーク
を形成

②ヒアリング企業の個別ニーズ把握
とネットワーク構築

県内企業が必要とされるケースの類型とCE先進企業におけるニーズ（一部抜粋）

供給 役務提供や製造代行
等で協力

設備等リソース提供

知財・情報等
による新たな

価値提供

消費者との関わり強化

製品・サービスの評価

消費・使用

品質管理がさ
れた／組成が
明確で安定し
た再生原料の

安定調達

①CE先進企業におけるニーズの傾向の整理

洗浄や高度選別の委託

効率的な輸送のための
収集拠点確保

高機能・価値な
製品製造技術
の導入や残渣

等の活用

CE型製品・サービス
価値の訴求

CE型製品としての評
価基準と伝達手段

（価格高を受け
入れてくれる）
再生原料・素
材・製品販売

先の確保
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関心あり

（業種特定済）
31.1%

関心あり

（業種探索中）
23.3%

関心なし
3.9%

関心あり

（業種特定済）
7.8%

関心あり

（業種探索中）
22.3%

関心なし
11.7%

不足要素特定

できている
58.3%

不足要素特定

できていない
41.7%

調査結果概要｜Webアンケート及びヒアリング調査より得られた企業ニーズ

 103社のうち60社がCE型ビジネスモデルにおける不足要素を特定済であり、二次原料
の安定調達、輸送の効率化、CE型製品・サービスの販売先に不足が多い傾向
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どちらでもない／判断がつかない
あてはまらない

A.二次原料の安定調達

B.製造・リサイクル等の実
施基盤

C.CEビジネスを行うための
経営資源

D.新たな価値提供に向けた
知財・技術等

E.消費者との関係

F.製品・サービスの評価

ルールや効率的な輸送イン
フラ

G.製品・サービスの販売先

特定先として回答があった主な業種
 リサイクラー

 プラスチック、紙、食品、電池等
 メーカー

 材料（プラスチック、金属等）

 製品（日用品（化粧品・医薬品）、
自動車・部品等）

 地方自治体

 その他（建設・解体、電力・エネル
ギー、農協等）

回答企業数
103社

（うち大企業80社）

Webアンケート

 品質・量を満たす二次原料の調達、製品自
体の高価値化や環境価値の伝達に課題

ヒアリング

 輸送費に対して十分量の廃棄物／二次
原料の集荷

 CE型製品・サービスであることを伝達す
る（認知度の高い）手段の確保

 従来と同等あるいはより高価値なCE型
製品・サービスの開発・提供

 自社の品質要求（異物管理、組成の均
質さ・安定さ、トレーサビリティ）を満たす
二次原料の確保

 目的物以外に発生する残渣等の有効活
用用途

 輸送効率向上のための輸送前段階（廃
棄時）の処理の実施（減容化など）

不足要素の特定状況と連携への関心 不足していると感じる要素 主な企業課題

 （従来品より）価格高なCE型製品・サー

ビスの販路確保（顧客・消費者への訴
求）

廃棄物 食品

プラ

繊維 食品

食品

プラ 繊維 紙・印刷

プラ 電池

プラ 繊維
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調査結果概要｜まとめと今後の課題

埼玉県・サーキュラーエコノミー推進センター埼玉による施策
本事業を通して得られた主な企業課題

類
型 期待される追加対応現状の主な施策

・（一般廃棄物）集荷範囲拡大（該当せず）・（収集運搬費に対して）十分量の廃棄物の集荷

A

・事業者の客観的な評価と情報

提供

・（コーディネーターによる事業者の紹
介）

・品質管理（異物混入対策等）された再生原料や、組成が

均質かつ明確で安定した再生原料の確保

・再資源化処理の委託（特に洗浄や高度選別等）B

―
・CE推進分科会での情報発信

・CE推進研究会の実施

・CE型ビジネス対応可能な人材確保

・利用すべき情報連携の要件や必要な対応事項の具体化C

（拠点整備の支援）（該当せず）・効率的な輸送を実施するための収集拠点の整備

・技術や製品開発に係る実証機

会の提供

・（食の再資源化トライアル拠点等）

・CE推進事業化補助金等による支援

・従来製品より高機能・価値なCE型製品の製造技術導入

・難リサイクル容器類の活用

D
・ビジネスモデルについて複数企

業で検討をする場の提供
・（CE推進分科会での情報発信）

・製品のサービス提供やシェアリング等のビジネスモデル

の確立

・CE型製品やサービスを提供しう

る事業者情報の提供

・コーディネーターによる事業者の紹介

・イベント等での県内企業の出展支援

・目的物以外に発生する残渣等の有効活用や包装・物流

資材のCE化などCE型ビジネスの高度化（循環率の追及）

―
・イベント等を通した県民への啓発
・グリーン調達方針等の策定

・消費者や顧客へのCE型製品・サービス価値の訴求E

・（CE型製品価値の評価方法に関

する基準・ルールの策定）

・彩の国サーキュラーエコノミー型製品

等登録制度による認定

・CE型製品であることの評価方法及びそれを伝達する（認

知度の高い）手段の確保
F

―
・イベント等の主催・出展機会提供

・コーディネーターによる事業者の紹介

・CE型製品・サービスの認知度向上と再生原料・素材・製

品販売先の確保
G

（出所）三菱UFJリサーチ&コンサルティング作成

A：自らが供給 |  B：役務提供や製造代行等を通じて協力 |  C：設備・資金等リソースを提供
D：知的財産・設計情報・技術等の提供による新たな価値提案 |  E：県内消費者との関わりを強化支援
F：製品・サービスの認識・評価・購入・配送等を改善 |  G：自らが消費（または購入後に販売・流通）

～ ：県内企業・自治体等が必要とされるCE型ビジネスケースのパターンA G
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アンケート及びヒアリング調査結果概要｜調査方法

調査項目

ヒアリング調査の実施

調査方法

 CE型ビジネスに先行して取り組む企業のニーズを把握するため、
1,292社を対象にWebアンケートを実施した（実施期間は令和7年7月31
日～10月31日）。

 主なアンケート対象企業は以下の通り。

 CEを推進する団体等に所属する大企業

 CEを推進する団体等に所属する中小企業のうち、埼玉県内産業及
び県内企業の優位性分析の結果に基づき、県内企業とのマッチング
が見込まれる産業に属する企業

 CE関連の表彰等を受けている優良企業

 アンケートでは、CE型ビジネスモデルの具体化状況や、CE型ビジネス
の実装に際した不足要素（ニーズ）を質問した。

 Webアンケートを踏まえて、県内企業とのマッチングが期待される企業
31社に対して、詳細な連携ニーズに関するヒアリング調査を実施した。

Web調査の実施
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化学工業

13.6%

プラスチック製品

製造業

（別掲を除く）

10.7%

輸送用機械器

具製造業

6.8%

電気機械器

具製造業
5.8%

パルプ・紙・紙加工品

製造業

4.9%

窯業・土石製品製造業

2.9%

飲料・たばこ・飼料製造業

1.9%

ゴム製品製造業

1.9%
情報通信機械器具製造業

1.9%
その他の製造業

1.9%

廃棄物処理業

9.7%
専門サービス業（他に分

類されないもの）

4.9%

機械器具小売業

2.9%

建築材料、鉱物・

金属材料等卸売業

1.9%

繊維・衣服等卸売業

1.9%

その他の卸売業

1.9%

総合工事業

2.9%

情報サービス業

1.9%

物品賃貸業

1.9%

娯楽業
1.9% その他

15.5%

調査結果概要｜アンケート結果

 アンケートに回答した103社のうち、約半数の企業がCE型ビジネスモデルを具体化済みであり、60%近くの企業が不
足要素を特定できていた。

アンケート回答企業の業種（中分類）（N=103）

回答企業数
103社

（うち大企業80社）

「CE型ビジネスモデルの具体化」（SA）
回答結果（N=103）

「不足要素の特定」（SA）回答結果（N=103）

（注）データベース上の情報より業種を判断し、総務省「日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定）」に基づいて

分類。回答企業が1社のみの業種は「その他」とした。

（出所）三菱UFJリサーチ&コンサルティング作成

60 43

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特定できている 特定できていない

40 47 16

0% 20% 40% 60% 80% 100%

他社との連携に関心があり、連携したい業種がある

（連携先を探索中を含む）

他社との連携に関心はあるが、連携したい業種は定

まっていない

他社との連携に関心はない

50 31 22

0% 20% 40% 60% 80% 100%

具体化できている
構想はあるがまだ十分に具体化できていない
まだ構想できていない

「連携意向」（SA）回答結果（N=103）
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調査結果概要｜アンケート結果

主な該当業種・業態アンケートを通して得られた主な企業課題県内企業との連携類型

 製造業（特にプラスチック製品製造業）

 廃棄物処理業
 樹脂スクラップや金属スクラップ等の安定調達先の探索A. 原料の調達

 製造業（主にプラスチック製品、化学品、

繊維製品製造に関する業種）

 （特に中小企業の）製造・リサイクル等を行う拠点や委託できる

事業者の選定要件の把握及び該当者とのネットワーク構築

B. 製造・リサイクル等の
委託

 製造業（主にプラスチック製品製造に関連

する業種）

 CE型ビジネスに対応可能な人材（経営層・企画層・技術者）の

確保
C. リソースの確保

 製造業 従来製品より高機能・価値なCE型製品の製造技術の導入
D. 知財・技術等による

新たな価値享受  大企業（業種傾向は見られず）
 製品のサービスとしての提供やシェアリング等のビジネスモデ

ルの確立

 製造業 消費者へのCE型製品・サービスの価値の訴求E. 顧客との関係強化

 製造業（主にプラスチック製品、繊維製品、

機械器具製造に関連する業種）

 廃棄物処理業

 卸売業、小売業

 製品やサービスが有する価値の違いの可視化（具体化）F. 製品・サービスの
評価改善、輸送効率化

 製造業 （主に樹脂・金属スクラップ由来の）再生原料等の調達効率化

 製造業

 廃棄物処理業
 CE型製品・サービスの認知度向上

G. 製品・サービス等の
販売

 アンケートを通して得られたCE先進企業の課題（ニーズ）とそれを有する業種・業態は、以下の通りであった。

（出所）三菱UFJリサーチ&コンサルティング作成
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 大企業は二次資源やルール・インフラに関する不足感の回答の割合が40%以上と高く、その他（中小企業等）と比較す
ると知財・技術等の不足を回答した企業も多い。

 その他（中小企業等）は不足要素としてルール・インフラ、消費拡大を挙げた企業割合が50%を超えている。特に消費
に関する不足は企業規模で差があり、大企業では不足を感じる企業の割合が低い。
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二次原料等の供給元がいない／安定供給の取引を

確立できていない／技術的・調達上の問題から二

次原料への転換できていない

無駄を削減した製造や再製造・修繕、回収・リサ

イクルといったCE型ビジネスで必要な活動を行う

基盤（拠点等）がない

CE型ビジネスを行うのに必要な経営資源がない／

乏しい

新たな価値を提供できる知的財産・設計情報・技

術・しくみ等がない／乏しい

消費者との関わりを強化できていない

製品・サービスの認識・評価を進めるようなイン

フラやルール、また購入・配送等を効率的に進め

るインフラが存在しない／貧弱である

製品・サービスの消費（または仕入れ後の販売・

流通）がない／乏しい

あてはまる どちらでもない／判断がつかない あてはまらない
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二次原料等の供給元がいない／安定供給の取引を

確立できていない／技術的・調達上の問題から二

次原料への転換できていない

無駄を削減した製造や再製造・修繕、回収・リサ

イクルといったCE型ビジネスで必要な活動を行う

基盤（拠点等）がない

CE型ビジネスを行うのに必要な経営資源がない／

乏しい

新たな価値を提供できる知的財産・設計情報・技

術・しくみ等がない／乏しい

消費者との関わりを強化できていない

製品・サービスの認識・評価を進めるようなイン

フラやルール、また購入・配送等を効率的に進め

るインフラが存在しない／貧弱である

製品・サービスの消費（または仕入れ後の販売・

流通）がない／乏しい

あてはまる どちらでもない／判断がつかない あてはまらない

調査結果概要｜アンケート結果（企業規模別）

設問3「不足要素」（MA）の回答結果
（大企業） N=43

設問3「不足要素」（MA）の回答結果
（その他（中小企業等）） N=17

（出所）三菱UFJリサーチ&コンサルティング作成
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調査結果概要｜アンケート結果｜原料調達

 最も多い回答は樹脂スクラップ、次いで金属スクラップであった。樹脂スクラップは製造業のほか、廃棄物処理業が含
まれるサービス業においても不足しており、製造業等の需要に応えたい静脈産業でも不足感がある可能性がある。

 樹脂プラスチック不足を挙げた製造業は、「プラスチック製品製造業」（n=5）、「飲料・たばこ・飼料製造業」「繊維工業」
「パルプ・紙・紙加工品製造業」「家具・装備品製造業」「化学工業」（各n=1）および「その他製造業」（n=2）であった。

設問3.1「二次原料の不足」（複数回答可）と業種（大分類）との
クロス集計

（出所）三菱UFJリサーチ&コンサルティング作成
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(n=3) 卸売業、小売業 (n=1) 不動産業、物品賃貸業
(n=2) 学術研究、専門・技術サービス業 (n=5) サービス業（他に分類されないもの）

1 1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

5

1

1

1 1

1

1

1

1

1

1

2

0 5 10 15

古紙

空き瓶

古繊維（古着を含む）

鉄スクラップ

銅スクラップ（金銀滓含む）

アルミスクラップ

樹脂スクラップ（容器包装及びプラ新法対象

物含む）

バイオマス（木材以外）・生分解性プラス

チック

バイオマス（木材）

その他

(n=1) 飲料・たばこ・飼料製造業 (n=1) 繊維工業
(n=1) 家具・装備品製造業 (n=1) パルプ・紙・紙加工品製造業
(n=3) 化学工業 (n=5) プラスチック製品製造業（別掲を除く）
(n=1) 窯業・土石製品製造業 (n=1) 鉄鋼業
(n=1) 情報通信機械器具製造業 (n=1) 輸送用機械器具製造業
(n=2) その他の製造業

設問3.1「二次原料の不足」（複数回答可）と製造業（中分類）との
クロス集計

（注）「その他」と回答した企業の自由記述内訳は以下の通り：ガラスカレット（2）、 （高付加価値化できる）事業活動から生じる廃棄物（工程端材等）（2）、フッ素資源、食品
残渣、ポリ塩化ビニル、リチウムイオン二次電池（LIB）、廃LIB由来のブラックマス、研磨石
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調査結果概要｜アンケート結果｜知財・技術等による新たな価値享受

設問3.4「知財・技術の不足」（複数回答可）と業種（大分類）とのクロス集計

 特に製造業が、従来製品よりも生産性や機能・価値を高めるための技術等への不足を回答した。

 新たな価値享受の方法のうち、サービサイジングやシェアリングのビジネスモデル確立が出来ていないと回答した企業
は大企業が大半を占めていた（5/6社）。ビジネスモデルの転換を含むCE型ビジネスの実装およびその検討に係る課
題は、先行してCEに取り組む一部大企業の課題である可能性が高いと考えられる。

4

2

7

4

4

1

1

1

2 1

2

1

1

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

（従来製品・サービスに比して）CE型ビジネ

スを通じて提供する製品・サービスの価値の違

いを具体化できていない

CE型ビジネスを通じて提供する製品・サービ

スの価値を顧客・ユーザーに届ける方法（価値

の可視化、表示方法等）が十分ではない（存在

しない）

（従来製品・サービスに比して）生産性や機

能・価値（耐久性やリサイクルのしやすさ等）

を向上させることができる技術・設計を導入で

きていない（具体化できていない）

製品のサービスとしての提供やシェアリングを

実現する方法（ソフトインフラ等を含む）が十

分ではない（存在しない）

その他価値創出上の課題がある

(n=11) 製造業 (n=1) 情報通信業

(n=2) 卸売業、小売業 (n=2) サービス業（他に分類されないもの）

7

5

6

5

5

1

1

1

1

1

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

（従来製品・サービスに比して）CE型ビジ

ネスを通じて提供する製品・サービスの価値

の違いを具体化できていない

CE型ビジネスを通じて提供する製品・サー

ビスの価値を顧客・ユーザーに届ける方法

（価値の可視化、表示方法等）が十分ではな

い（存在しない）

（従来製品・サービスに比して）生産性や機

能・価値（耐久性やリサイクルのしやすさ

等）を向上させることができる技術・設計を

導入できていない（具体化できていない）

製品のサービスとしての提供やシェアリング

を実現する方法（ソフトインフラ等を含む）

が十分ではない（存在しない）

その他価値創出上の課題がある

(n=14) 大企業 (n=2) その他（中小企業等）

設問3.4「知財・技術の不足」（複数回答可）と企業規模との
クロス集計

（出所）三菱UFJリサーチ&コンサルティング作成
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調査結果概要｜アンケート結果｜製品・サービスの評価改善、輸送効率化

設問3.6「価値訴求ルール・インフラの不足」（複数回答可）と
業種（大分類）とのクロス集計

 製造業、卸売業・小売業、サービス業を中心に、価値の違いを可視化するルールや基準の不足が挙げられた。

 効率的なサプライチェーンが不足しているとする製造業からの回答割合が、10/14社（約71%）と高く、製造業において

輸送の効率化が求められていると考えられる。製造業の内訳は、プラスチック製品、繊維製品、機械器具の製造に関
連する業種が主であった。

（出所）三菱UFJリサーチ&コンサルティング作成

1

8

10

6

4

3

1 3

1

3

2

4

1

1

5

2

2

3

0 5 10 15 20 25

（従来製品・サービスに比して）製品やサービ

スが有する価値の違いを顧客・ユーザーに可視

化、認知させるルールや基準が存在しない（可

視化方法、指標、ラベル・表示方法を含む）

CE型ビジネスで必要な原料や資材（再資源化原

料を含む）を効率的（コスト・時間等）に調

達、配送するためのサプライチェーン（自社・

外部委託先を含む）が存在しない

商品を効率的（コスト・時間等）に無駄なく配

送・供給するためのサプライチェーン（自社・

外部委託先を含む）が存在しない

その他法律や基準等のソフトインフラに関する

課題がある

その他物流に関する課題がある

(n=1) 農業、林業 (n=14) 製造業
(n=1) 情報通信業 (n=4) 卸売業、小売業
(n=4) 学術研究、専門・技術サービス業 (n=5) サービス業（他に分類されないもの）

設問3.6「価値訴求ルール・インフラの不足」（複数回答可）と
企業規模とのクロス集計

1

1

1

1

1 1

1

1

1

1

1

1

2

1
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1

2

1

1

1

1

1

1 1

1

1

1
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0 5 10 15

（従来製品・サービスに比して）製品やサービ

スが有する価値の違いを顧客・ユーザーに可視

化、認知させるルールや基準が存在しない（可

視化方法、指標、ラベル・表示方法を含む）

CE型ビジネスで必要な原料や資材（再資源化

原料を含む）を効率的（コスト・時間等）に調

達、配送するためのサプライチェーン（自社・

外部委託先を含む）が存在しない

商品を効率的（コスト・時間等）に無駄なく配

送・供給するためのサプライチェーン（自社・

外部委託先を含む）が存在しない

その他法律や基準等のソフトインフラに関する

課題がある。

その他物流に関する課題がある。

(n=2) 飲料・たばこ・飼料製造業 (n=1) 繊維工業
(n=1) 家具・装備品製造業 (n=1) パルプ・紙・紙加工品製造業
(n=2) 化学工業 (n=3) プラスチック製品製造業（別掲を除く）
(n=1) 窯業・土石製品製造業 (n=1) 電気機械器具製造業
(n=1) 情報通信機械器具製造業 (n=1) 輸送用機械器具製造業
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調査結果概要｜アンケート結果｜その他不足要素

製造・リサイクル等の委託 リソースの確保

顧客との関係強化

製品・サービス等の販売

 拠点（敷地・工場等）がないと回答した企業のうち、
製造業が75%を占めた。製造業は、委託事業者との
つながり不足の回答割合も高く、製造業において幅
広く基盤不足が感じられている可能性がある。

 基盤不足に「あてはまる」と回答したその他（中小企
業等）の割合（約47%、8/17社）は、大企業（約30%、
13/43社）より高く、中小企業等が抱える傾向のある
不足要素だと考えられる。

 大企業による回答は少数（約25%、11/43社）であったが、
その少数においてはCEに関わる経営人材や技術者、情
報連携基盤の不足が挙げられた。

 CE型ビジネスに対応可能な人材（経営層・企画層・技術

者）の確保を課題に挙げた企業の約半数は製造業であ
り、その内訳は「プラスチック製品製造業」（n=2）「家具・

装備品製造業」「パルプ・紙・紙加工品製造業」「情報通
信機械器具製造業」（いずれもn=1）であった。

 顧客・ユーザーとの接点強化に課題を抱える企業のな
かでは、製造業が大半を占めていた（75%、6/8社）。
ただし、回答した製造業は多岐に渡り、特定の製造業
に不足が集中する傾向は見受けられなかった。

 製造業およびサービス業（他に分類されないもの）におい
て、CE型製品・サービスの価値が十分に認められていな
いとする回答が多かった。不足感が挙げられた製造業に
偏りはないため、製品の種類に関わらず企業はCE型製
品の価値訴求に至っていないと考えられる。

1 9

4

2

1

1

2

3

1

1

0 2 4 6 8 10 12 14

効率的な製造・修理・改装・回収・再製

造・リサイクル等を行う拠点（敷地・工

場等）等が存在しない（十分なスペー

ス・場所を確保できない場合も含む）

効率的な製造・修理・改装・回収・再製

造・リサイクル等を安心して委託できる

事業者を知らない（取引関係がない場合

も含む）

その他の課題がある

(n=1) 農業、林業
(n=13) 製造業
(n=2) 卸売業、小売業
(n=4) 学術研究、専門・技術サービス業
(n=1) サービス業（他に分類されないもの）
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調査結果概要｜ヒアリング調査

（出所）三菱UFJリサーチ&コンサルティング作成

 ヒアリングを通して複数のCE先進企業から得られた主なニーズと該当する業種を以下に整理をした。

主な該当業種

製品製造

B. 製造・リサイクル等の
委託

 輸送費に対して十分量の廃棄物／再生原料の集荷

A. 原料の調達  易リサイクル設計（易解体設計）された廃製品の調達

 品質管理がされた（異物や汚れが混入していない）再生原料の確保

 均質かつ組成が明確で安定した再生原料の確保

C. リソースの確保

 廃棄物を選別・検品する拠点や人材

 効率的な輸送を実施するための収集拠点の確保

D. 知財・技術等による
新たな価値享受

 難リサイクル（においや化学物質が吸着）容器類の活用

 従来と同等あるいはより高価値なCE型製品・サービスの提供

 目的物以外に発生する残渣等の用途

E. 顧客との関係強化  再生原料／素材／製品の価格高への受容

F. 製品・サービスの
評価改善、輸送効率化

 減容化など廃棄時に輸送効率が改善された廃棄物からの再資源化

 循環型製品であることを伝達する（認知度の高い）手段の確保

G. 製品・サービス等の販売  再生原料／素材／製品の販売先の確保

ヒアリングを通して得られた主な企業課題県内企業との連携類型 廃棄物処理

プ
ラ

電
池

繊
維

紙
金
属

プ
ラ

食
品

そ
の
他

*主に建設
廃棄物

※3個以上課題が該当するものを対象
に次頁以降で要因や対応を分析

食
品
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調査結果概要｜ヒアリング調査｜プラスチック製品に関連する企業

A：自らが供給 |  B：役務提供や製造代行等を通じて協力 |  C：設備・資金等リソースを提供
D：知的財産・設計情報・技術等の提供による新たな価値提案 |  E：県内消費者との関わりを強化支援
F：製品・サービスの認識・評価・購入・配送等を改善 |  G：自らが消費（または購入後に販売・流通）

～ ：県内企業・自治体等が必要とされるCE型ビジネスケースのパターンA G

ビジネスモデルの前提と
なる外部環境（法制度等）

外

マッチング 制度 ※特に期待される対応策のみ色塗

一次原料生産～
販売/サービス・使用・

廃棄

収集・運搬

中間処理

二次部品・製品生産

販売/サービス・使用・
廃棄

リユース・
リファービッシュ

当該業種の企業が抱える
主な不足要素

不足要素の主な発生要因
他企業向け 自治体向け

当該業種が期待する対応サプライチェーン
（課題がある場合濃青）

 易リサイクル設計や易解体設計さ
れた廃製品の調達

 輸送コストに見合う量の廃棄物

 優良な中間処理事業者のリスト作
成及び情報開示

D

全体設計

二次原料・素材生産

 品質管理された（異物等混入がな
い、均質な）再生原料の確保

 再生原料／素材／製品の価格高
への受容

 目的物以外に発生する残渣等の
用途

 分別廃棄が徹底されていない

 分離しにくい複合素材等が利
用されている

 確保できる廃プラスチックの不
純物を選別除去しきれない

 最終製品メーカーや消費者が
コスト面を重視

 回収拠点（小売店頭）が分散か
つ一か所あたり回収量が少量

 使用済み製品の回収希望事業者
のリスト化および情報開示

 既存再利用用途が低付加価値
 より高付加価値な用途への利用

や新商品開発に向けた実証

E

 再生材を利用した部品

 調達可能な再生プラスチックの
品質が基準に達しない

 高品質な再生プラスチックの供給

A
 優良な再生プラスチックを製造す

る事業者のリスト化と情報開示

C

 優良事業者の要件定義
C

廃プラスチックの選別・不純物除去に長けた事業者と連携が想
定されるが、そのような事業者の探索にはコストがかかるため、

優良事業者をまとめた情報の提供が期待される

需要先と連携した高付加価値CE型製品の開発が望ましいが、民間

企業のみで実証枠組み（実証フィールド、法制度対応、設備導入等）
を整えることが難しい場合には、実証機会の提供が有効と考えられる

分別廃棄できる事業者との連携が望ましいがそのような事業者が
限られているため、該当する事業者の情報が求められている

優良事業者認定には、事業者の中間処理能力を
客観的に評価するための要件定義が必要となる

優良な事業者を認定するには、県内事業者の再生プラスチック
製造能力を客観的に評価するための要件定義が必要となる

高品質な再生プラスチック

供給事業者との連携ニーズが
あるが、そのような事業者の

探索にはコストがかかるため、
県内の優良事業者をまとめた

情報が求められる

D

 優良事業者の要件定義
D
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調査結果概要｜ヒアリング調査｜電池・金属製品に関連する企業

一次原料生産～
一次製品製造

収集・運搬

中間処理

二次部品・製品生産

販売/サービス・使用・
廃棄

リユース・
リファービッシュ

当該業種の企業が抱える不足要素 不足要素の主な発生要因
他企業向け 自治体向け

当該業種が期待する対応サプライチェーン
（課題がある場合濃青）

 輸送コストに見合う量の廃棄物

販売/サービス・使用・
廃棄

二次原料・素材生産

 対象外の製品が混入していない
廃棄物の確保

 不適切処理事業者への流出

 回収範囲（自治体等）一か所あ
たり回収量が少量

 使用済み製品の回収量

 自治体間の広域回収に係る協議
会の設置検討

A

 （県内の）取り締まりの強化や全
国的な取り締まり強化に向けた中
央省庁への提言

外

 処理施設における検品能力不
足

 対象外使用済み製品が混ざっ
た場合に対応ができない

 電池マークを識別する画像AI選別
システムの開発や実証（・実証に
向けた提言）

D

 品質以外の付加価値を生むこ
とができていない

 工事等の公共調達における地域
循環性の評価項目追加

 地域内循環等の文脈価値に関心を
持つ需要家とのマッチング

D
 （選別後の）金属スクラップを高付

加価値化できていない

D

一般廃棄物に該当する使用済み製品の回収量を確保
するためには、広域回収に向けた検討を行う場（複数

自治体が参画する協議会等）が必要とされる

効率的に検品・選別を行うには設
備（技術）が必要となるが、これの
開発を中間処理業者単独で行うに
はリソース不足が想定されるため、
技術開発に係る支援が期待される

需要家と連携のうえ高付加価値なCE型製品開発を共に行うこと
が望ましいが、連携事業者候補の情報収集・探索には

コストがかかるため、候補となる事業者の紹介が求められる

CE型製品開発の取組に参画する動機付け
になるような（公共調達等を通じた）需要の

創出が期待される

A：自らが供給 |  B：役務提供や製造代行等を通じて協力 |  C：設備・資金等リソースを提供
D：知的財産・設計情報・技術等の提供による新たな価値提案 |  E：県内消費者との関わりを強化支援
F：製品・サービスの認識・評価・購入・配送等を改善 |  G：自らが消費（または購入後に販売・流通）

～ ：県内企業・自治体等が必要とされるCE型ビジネスケースのパターンA G

ビジネスモデルの前提と
なる外部環境（法制度等）

外

マッチング 制度 ※特に期待される対応策のみ色塗

全体設計
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調査結果概要｜ヒアリング調査｜農業・食品に関連する企業

一次原料生産～
一次製品製造

収集・運搬

中間処理

二次部品・製品生産

販売/サービス・使用・
廃棄

リユース・
リファービッシュ

当該業種の企業が抱える
主な不足要素

不足要素の主な発生要因
他企業向け 自治体向け

当該業種が期待する対応サプライチェーン
（課題がある場合濃青）

全体設計

販売/サービス・使用・
廃棄

二次原料・素材生産

 CE型製品の販路

 目的物以外に発生する残渣等の
用途

 循環利用（バイオガス発電等）に
必要な技術等を持つ事業者のリ
スト作成及び情報公開

 循環利用に向けたビジネスモ
デルを具体化できていない

B

 循環利用を処理（堆肥化等）で
きる事業者が近隣にいないた
め輸送コストがかかる

 事業者マッチングを目的とした展
示会等の開催

 販売先候補とのネットワークが
ない

G

 既存再利用用途が低付加価値
 より高付加価値な用途への利用

や新商品開発に向けた実証

D

 CE型製品であることの訴求方法
 認知度の高い認証ツールがな

い

ビジネスモデルの具体化に向けて、CE型製品やサービスの
開発を行うために必要な設備（技術等）を持つ事業者との

連携が想定されるが、そのような事業者の探索にはコストが
かかるため、求めている技術等を持つ県内事業者に関する

情報提供が期待される

CE型製品・サービスの販売先の探索が必要となるが、販売先候
補となる事業者とネットワークを形成する機会が乏しいため、

これを提供する場づくりが望まれている

需要先と連携した高付加価値CE型製品の開発が望ましいが、民間企業

のみで実証枠組み（実証フィールド、法制度対応、設備導入等）を整えるこ
とが難しい場合には、実証機会の提供が有効と考えられる

A：自らが供給 |  B：役務提供や製造代行等を通じて協力 |  C：設備・資金等リソースを提供
D：知的財産・設計情報・技術等の提供による新たな価値提案 |  E：県内消費者との関わりを強化支援
F：製品・サービスの認識・評価・購入・配送等を改善 |  G：自らが消費（または購入後に販売・流通）

～ ：県内企業・自治体等が必要とされるCE型ビジネスケースのパターンA G

ビジネスモデルの前提と
なる外部環境（法制度等）

外

マッチング 制度 ※特に期待される対応策のみ色塗


